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（単位：百万円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,716,224 固定負債 939,699

有形固定資産 1,546,654 地方債等 801,624
事業用資産 348,011 長期未払金 16,097

土地 130,686 退職手当引当金 107,289
立木竹 40,273 損失補償等引当金 5,280
建物 330,863 その他 9,409
建物減価償却累計額 △ 169,820 流動負債 131,756
工作物 17,800 １年内償還予定地方債等 93,510
工作物減価償却累計額 △ 12,588 未払金 30,412
船舶 3,531 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 3,221 前受金 -
浮標等 4,519 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 2,613 賞与等引当金 7,724
航空機 510 預り金 90
航空機減価償却累計額 △ 510 その他 21
その他 2 1,071,455
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 8,578 固定資産等形成分 1,742,354

インフラ資産 1,188,247 余剰分（不足分） △ 1,047,611
土地 94,817
建物 30,488
建物減価償却累計額 △ 19,148
工作物 2,411,262
工作物減価償却累計額 △ 1,549,069
その他 825
その他減価償却累計額 △ 810
建設仮勘定 219,883

物品 35,163
物品減価償却累計額 △ 24,768

無形固定資産 14,033
ソフトウェア 3,495
その他 10,538

投資その他の資産 155,538
投資及び出資金 52,160

有価証券 9,027
出資金 43,133
その他 -

投資損失引当金 △ 1,584
長期延滞債権 5,532
長期貸付金 63,264
基金 35,480

減債基金 13,850
その他 21,630

その他 753
徴収不能引当金 △ 67

流動資産 49,975
現金預金 21,293
未収金 2,384
短期貸付金 1,675
基金 24,455

財政調整基金 7,015
減債基金 17,440

棚卸資産 170
その他 -
徴収不能引当金 △ 2 694,743

1,766,198 1,766,198
※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成30年３月31日現在）

科目 科目
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（単位：百万円）

金額

経常費用 480,098

業務費用 324,880

人件費 118,253

職員給与費 102,817

賞与等引当金繰入額 7,724

退職手当引当金繰入額 3,999

その他 3,713

物件費等 186,081

物件費 34,321

維持補修費 12,378

減価償却費 139,358

その他 24

その他の業務費用 20,545

支払利息 7,138

徴収不能引当金繰入額 1

その他 13,407

移転費用 155,218

補助金等 144,884

社会保障給付 9,500

その他 834

経常収益 47,683

使用料及び手数料 15,003

その他 32,679

純経常行政コスト △ 432,415

臨時損失 2,703

災害復旧事業費 2,468

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 235

臨時利益 47

資産売却益 -

その他 47

純行政コスト △ 435,071
※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

科目
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 623,759 1,677,303 △ 1,053,544

純行政コスト（△） △ 435,071 △ 435,071

財源 353,197 353,197

税収等 283,036 283,036

国県等補助金 70,162 70,162

本年度差額 △ 81,873 △ 81,873

固定資産等の変動（内部変動） 1,697 △ 1,697

有形固定資産等の増加 -

有形固定資産等の減少 11,301 △ 11,301

貸付金・基金等の増加 8,518 △ 8,518

貸付金・基金等の減少 △ 18,122 18,122

資産評価差額 △ 1,011 △ 1,011

無償所管換等 5 5

その他 153,864 64,360 89,504

本年度純資産変動額 70,984 65,051 5,933

本年度末純資産残高 694,743 1,742,354 △ 1,047,611

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

【様式第３号】

全体純資産変動計算書

自　　平成29年４月１日
至　　平成30年３月31日

科目 合計
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 346,569

業務費用支出 192,839
人件費支出 125,893
物件費等支出 46,990
支払利息支出 7,087
その他の支出 12,869

移転費用支出 153,730
補助金等支出 143,644
社会保障給付支出 9,500
その他の支出 585

業務収入 378,220
税収等収入 283,036
国県等補助金収入 48,074
使用料及び手数料収入 14,806
その他の収入 32,304

臨時支出 2,572
災害復旧事業費支出 2,572
その他の支出 0

臨時収入 7
業務活動収支 29,086
【投資活動収支】

投資活動支出 78,448
公共施設等整備費支出 53,241
基金積立金支出 11,262
投資及び出資金支出 16
貸付金支出 13,928
その他の支出 -

投資活動収入 44,962
国県等補助金収入 21,887
基金取崩収入 20,610
貸付金元金回収収入 6
資産売却収入 -
その他の収入 2,458

投資活動収支 △ 33,486
【財務活動収支】

財務活動支出 120,476
地方債等償還支出 120,287
その他の支出 189

財務活動収入 125,439
地方債等発行収入 125,439
その他の収入 -

財務活動収支 4,963
563

20,730
21,293

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 21,293
※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

科目 金額

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　　平成29年４月１日

至　　平成30年３月31日

本年度資金収支額（省略する場合は直接入力）
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全体財務書類 注記

［注記の対象範囲］一般会計等に属する会計及び地方公営企業会計（５の⑴の連結対象会計）

１ 重要な会計方針

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産････････････････････････････････････････取得原価

ただし、一般会計等に属する会計並びに地方公営企業会計（地方公営企業法非適用企業）

のうちの港湾整備事業特別会計及び流通団地及び工業団地造成事業特別会計の開始時の評

価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･････････････････････再調達原価

取得原価が判明しているもの････････････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････････････再調達原価

ただし、道路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････････････再調達原価

② 無形固定資産････････････････････････････････････････取得原価

ただし、一般会計等に属する会計の開始時の評価基準及び評価方法については、次のと

おりです。

取得原価が判明しているもの･･････････････････････････取得原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券････････････････････････････････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの････････････････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの････････････････････････････････取得原価

③ 出資金･･････････････････････････････････････････････出資金額

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 貯蔵品

ア 一般貯蔵品････････････････････････････････････････移動平均法による原価法

イ 特殊品････････････････････････････････････････････個別法による原価法

ただし、地方公営企業会計（地方公営企業法適用企業）のうちの病院事業会計において

は、先入先出法又は最終仕入原価法による原価法によっています。

② 販売用土地･･････････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平

成20年総務省令第８号）第４条第２項各号に掲げる方法

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･････････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～50年

工作物 ３年～80年

物品 ２年～36年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･････････････定額法

（ソフトウェアについては、県における見込利用期間（３年又は５年）に基づく定額法

によっています。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリー
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ス取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース

取引を除きます。）

該当ありません。

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

② 徴収不能引当金

長期延滞債権、未収金及び貸付金について、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収

不能見込額を計上しています。

ただし、病院事業会計においては、未収金について、過去３年間の平均不能欠損率によ

り、徴収不能見込額を計上しています。

③ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

④ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律（平成19年法律第94号）に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を

計上しています。

⑤ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

⑥ 特別修繕等引当金

設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日

から当年度末までの期間に対応する額を計上しています。

⑹ リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金、要求払預金及び定期性預金）。

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

⑻ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等

該当ありません。

３ 重要な後発事象

該当ありません。
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４ 偶発債務

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

（単位：百万円）

⑵ 係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている事件（平成30年３月31日現在）は次の表

のとおりです。

（単位：千円）

団体名 確定

債務額

履行すべき額が確定していな

い損失補償債務等

総額

損失補償等

引当金計上額

貸借対照表

未計上額

公益財団法人

高知県産業振興センター

- 8 - 8

一般社団法人

高知県森林整備公社

- 5,272 22,228 27,500

計 - 5,280 22,228 27,508

№ 事件番号 事件名 訴額

① 高知地裁

平成27年(行ウ)第３号

公共職業訓練不合格処分取消

等請求事件

1,650

② 高知地裁

平成27年(ワ)第232号

損害賠償請求事件 100

③ 高知地裁

平成27年(ワ)第376号

損害賠償請求事件 200

④ 高知地裁

平成28年(ワ)第322号

損害賠償請求事件 100

⑤ 高知地裁

平成29年(ワ)第243号

損害賠償等請求事件 18,544

⑥ 松山地裁宇和島支部

平成30年(ワ)第３号

損害賠償（交通）事件 1,417

⑦ 徳島地裁阿南支部

平成30年(ワ)第４号

損害賠償請求事件 8,145

計 30,156
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５ 追加情報

⑴ 連結対象会計

連結の方法は次のとおりです。

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

⑵ 出納整理期間

地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の５の規定に基づき、出納整理期間を設けら

れている会計（一般会計等に属する会計及び地方公営企業会計（地方公営企業法非適用企

業））においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。

⑶ 表示単位未満の取扱い

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

① 範囲

県が保有している資産のうち活用が図られていないもので処分可能なもの

② 内訳

事業用資産 550百万円（552百万円）

土地 521百万円（522百万円）

建物 30百万円（ 30百万円）

平成30年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によって

います。

上記の（ 百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。

⑸ 減価償却累計額 1,782,546百万円

事業用資産 188,752百万円

建物 169,820百万円

工作物 12,588百万円

船舶 3,221百万円

浮標等 2,613百万円

航空機 510百万円

インフラ資産 1,569,027百万円

建物 19,148百万円

工作物 1,549,069百万円

その他 810百万円

物品 24,768百万円

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

６ 全体財務書類附属明細書

別掲

区分 会計名 連結の方法 比例連結割合

地方公営企業会計

（地方公営企業法

非適用企業）

港湾整備事業特別会計 全部連結 -

流域下水道事業特別会計 全部連結 -

流通団地及び工業団地造成事業特別会計 全部連結 -

地方公営企業会計

（地方公営企業法

適用企業）

電気事業会計 全部連結 -

工業用水道事業会計 全部連結 -

病院事業会計 全部連結 -
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